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本ペーパーは，総務省統計研究研修所の客員教授が，その責任において行っ

た統計研究の成果をとりまとめたものであり，その内容については，総務省統

計局又は統計研究研修所の見解を表したものではない。本ペーパーの内容につ

いては、執筆者に問い合わせ願いたい。 

本研究では、統計法（平成 19 年法律第 53 号）第 32 条の規定に基づき、労

働力調査に係る調査票情報を使用した。 
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概要 

 

近年ＰＣの能力が向上し，また，Ｒ言語などのパッケージが豊富になってきた

ことで，ブートストラップ法のようなコンピュータ・シミュレーションが容易に

行える環境になった。今回，労働力調査における推計値（結果数値）の標本誤差

計算をブートストラップ法により行った。就業状態別結果だけでなく，産業別就

業者，職業別就業者についても行なった。リサンプリングに当たっては，地域別

の他に，調査区の特性による層別を加味した場合の調査区のリサンプリング，調

査区内世帯のリサンプリングも加味した場合についても行い，合計４タイプで

行った。また，先行研究である古橋・岩永(1991)との比較も行なった。素朴なブ

ートストラップ法による推計は不偏推計ではないため，推定値には偏りは出る

が，推定値のバラつき（標準誤差）については，おおむね良好な結果が得られた

と考えられる。 

 

キーワード 標準誤差，ブートストラップ法，労働力調査 

 

  



 

 

Application of Bootstrap Method in Standard Error Calculation of Labor 
Force Survey 

 
AIDA Masato 

TSUBAKI Hiroe 
 
 

Abstract 
 

In recent years, the ability of PCs has been improved and packages 
such as R language etc. have become abundant. This change of environment 
can make computer simulation such as the bootstrap method easily be 
performed. In this study, the standard error of the estimated values (result 
figures) in the labor force survey was calculated using the bootstrap method. 
Standard error was calculated not only for the results by employment 
status, but also for the number of workers by industrial classification and by 
occupational classification. In resampling, stratification of enumeration 
districts according to industrial characteristic etc. of enumeration districts 
was added to stratification of enumeration districts according to area 
distinction. And resampling of households in enumeration districts was 
conducted. Totally four types of resampling scheme were compared. In 
addition, comparison with the previous research by Furuhashi and Iwanaga 
(1991) was conducted. Since estimates by the simple bootstrap method are 
not unbiased estimates, biases appear in the estimated values, but it is 
considered that good results were obtained for the standard error of the 
estimated values using bootstrap method. 
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Ⅰ．労働力調査 

１．労働力調査の概要 

労働力調査は，毎月の産業別就業者数，失業者数，完全失業率などの雇用に関

する基礎的な統計を提供することを目的として，毎月，全国の約 4 万世帯に居

住する 15 歳以上の者約 10 万人を対象として調査している。１つの世帯は，最

初の連続する２カ月，翌年に前年と同じ連続する２カ月の合計４カ月間調査さ

れ，全国結果は毎月，11 の地域別結果は毎四半期ごとに公表される。 

（参考）11 の地域：北海道，東北，南関東，北関東・甲信，北陸，東海，近畿，

中国，四国，九州及び沖縄 

２．労働力調査の標本設計 

(1) 調査の範囲（母集団）

 調査の範囲は，国勢調査調査区（以下「調査区」という。）のうち駐留軍区域

を除く全地域に常住する人々である。 

(2) 抽出単位

第１次抽出単位は調査区，第２次抽出単位は調査区内の住戸である。 

(3) 標本抽出

 第１次抽出単位の枠は，地域別の調査区のリストである。調査区はその特性に

よって層化され，一定の順序に配列される。そこから以下(5)に示すウエイトを

用いて，確率比例系統抽出で抽出される。 

 第２次抽出単位の枠は，抽出された調査区内の住戸のリスト（名簿）で，そこ

から等確率系統抽出で 15 の住戸が抽出される。 

（参考）層化：基本的考えは，「換算世帯数が 16 以上の調査区については，調査

区内の 15 歳以上人口に占める産業別，従業上の地位別就業者数の割合に基づい

て層化する。これは，層化の基準に取り入れた項目の人口の構成割合が等しい調

査区を集めると，その項目に関して層化の効果が高まるからである。」その他，

施設等のある調査区など別層としている。 

(4) 抽出率

 第１次抽出率，第２次抽出率とも一定ではないが，その積は約 1/1,100 とな

る。 

1



(5)調査区のウエイト付け

各調査区のウエイト ＝ 換算世帯数／ 15（小数点以下切り上げ）

 なお，１調査区当たりの調査世帯数は概ね 15 としている。各調査区における

第２次抽出単位の抽出率として，ウエイトの逆数を使用する。調査区の抽出は，

11 地域に割り当てられた調査区数を，地域内の各層ごとの調査区のウエイトの

合計により配分し，各層ごとに，配分された調査区数を系統抽出する。 

（参考）換算世帯数：調査区の層化を行う際の世帯数については，換算世帯数に

よって定めている。世帯には，普通世帯と寄宿舎・寮などの準世帯があり，普通

世帯にも家族で住んでいる者や，１人で１戸を構えて住んでいる者があり，これ

らを区別しないで単に世帯数として調査区の規模を定めると，調査区の人口規

模からみた大きさが適切に反映されないためである。 

 具体的には，次の式により，世帯人員が１人の普通世帯数と準世帯数を，世帯

人員が２人以上の普通世帯数に換算して調査区の規模を定めている。 

（換算世帯数）＝（世帯人員が２人以上の一般世帯数）＋1/3｛（世帯人員が１人

の一般世帯数）＋（施設等の世帯人員）｝  （小数点以下四捨五入） 

(6) 標本とする住戸の抽出方法

調査区単位に，第２次抽出単位（住戸）を系統抽出法によって抽出する。抽出

率は調査区ごとに算出されたウエイト（＝換算世帯数÷15（小数点以下切上げ））

の逆数を用いるため，抽出間隔は各調査区のウエイトと等しい。抽出起番号は抽

出間隔を超えない範囲で無作為に選ばれた数である。 
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３．集計用乗率 

労働力調査では，集計に当たり，比推定の方法を採用している。標本抽出から

復元された乗率（線型推定用乗率）から得られる集計結果を，ベンチマーク人口

に合わせて調整する。この調整項を線型推定用乗率に乗ずる。ここで，ベンチマ

ーク人口は，男女（２区分），年齢階級（15 区分），地域（11 区分）の 15 歳以上

人口を使用する。ベンチマーク人口は，別途，国勢調査結果，人口動態，人口移

動などのデータから，毎月の数値を推計する。 

(1)線型推定用乗率の算出

・標本抽出時での線型推定用乗率は，地域，層（合併後）別に調査区のウエイト

の合計を調査区数で割った数字である。 

・調査時点で，標本住戸の抽出において，抽出率の変更や調査区の分割があった

場合に，第２次抽出率を補正する係数（修正倍率）を乗じる。 

調査時点での線型推定用乗率＝ 

｛（地域，層別ウエイト合計）÷（地域，層別標本調査区数）｝×修正倍率 

(2)比推定用乗率の算出

・この各標本に付与される線型推定用乗率を男女（2区分），年齢階級（15 区分），

地域（11 区分）別に合算し，比推定で使用する各区分の人口の線型推定値を集

計する。 

・男女（2 区分），年齢階級（15 区分），地域（11 区分）別に，次式により比推

定のための乗率を算出する。 

比推定用乗率＝ベンチマーク人口÷線型推定値 

(3)集計用乗率の算出

各標本の集計用乗率＝（標本の属する調査区の線型推定用乗率）×（標本の属

する性別，年齢階級，地域の比推定用乗率） 
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４．副標本 

労働力調査のように複雑な標本設計，比推定による集計を採用している場合，

求められた統計数値の標本誤差の理論的推定はかなり複雑であり，計算も複雑

である。簡便な方法として，全標本を全く同じ性質（同じ標本分布）を有する部

分標本とみなせるよう無作為に分割し，その部分標本（＝副標本）の結果から標

本誤差を計算する方法が行われている。 

 労働力調査では，標本の交代方式のために，全標本を８組の同質の部分標本に

分割。そこで，標本誤差の計算用の部分標本（副標本）に標本調査区の交代用の

８区分を利用している。 

全国の就業者数を標本全体から推定した結果を 	，副標本から推定した結果を , , , , , , , 	とすれば，ばらつきの度合いを「平均平方誤差」で測れ

ば，８個の副標本による推定値の平均平方誤差は， 

∑ − （ただし， ≠ ∑ ） 

標本全体は一つの副標本の８倍になっているから，標本全体による推定値の

平均平方誤差は各副標本による推定値の分散の８分の１になるはずである。す

なわち，  の平均平方誤差は上の式を８で割り， 

∑ − ÷ 8 = ∑ −
となる。 

「労働力調査 標本設計の解説（平成 30 年 4 月版：修正後）」から，副標本法

による結果を引用する（表１，表２）。表１によると，年平均結果の標準誤差は，

就業者で 25 万人，完全失業者で１万人となっている。 
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表１ 全国の主な項目の年平均結果数値の標本誤差（副標本法） 

出典：「労働力調査 標本設計の解説 平成 30 年４月版：修正後」第４－１表 

主な項目 標準誤差 標準誤差率 結果数値の大きさ

（万人） （％） （万人）

【就業状態別結果】

労働力人口 26 0.4 6,720

就業者 25 0.4 6,530

　自営業者 6 1.1 528

　家族従業者 4 2.6 151

　雇用者 22 0.4 5,819

完全失業者 1 0.6 190

非労働力人口 56 1.3 4,382

【産業別就業者数】

農業，林業 3 1.7 201

建設業 6 1.2 498

製造業 12 1.2 1,052

情報通信業 4 2.1 213

運輸業，郵便業 4 1.3 340

卸売業，小売業 6 0.6 1,075

金融業，保険業 2 1.2 168

不動産業，物品賃貸業 2 2.0 125

学術研究，専門・技術サービス業 3 1.3 230

宿泊業，飲食サービス業 4 1.0 391

生活関連サービス業，娯楽業 3 1.3 234

教育，学習支援業 3 1.0 315

医療，福祉 5 0.7 814

サービス業（他に分類されないもの） 5 1.1 429
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表２ 全国の結果数値の大きさ別標本誤差 

出典：「労働力調査 標本設計の解説（平成 30 年 4 月版：修正後）」第４－２表 

注１)本表の標準誤差率は，項目の違いによる差異を曲線の当てはめにより平均

的に評価したものである。曲線の当てはめに使用したデータは平成 29 年１月

～12 月のものである。 

注２)本表の標準誤差は，結果数値の大きさに標準誤差率を乗じたものである。 

(1)年平均推定値の標準誤差率 (2)月別推定値の標準誤差率

結果数値の

大きさ
標準誤差 標準誤差率 

結果数値の

大きさ
標準誤差 標準誤差率 

（万人） （万人） （％） （万人） （万人） （％） 

5,000 15.5 0.3 5,000 27.0 0.5

2,000 9.4 0.5 2,000 17.2 0.9

1,000 6.4 0.6 1,000 12.3 1.2

500 4.4 0.9 500 8.7 1.7

200 2.6 1.3 200 5.6 2.8

100 1.8 1.8 100 4.0 4.0

50 1.2 2.5 50 2.8 5.7

20 0.7 3.7 20 1.8 9.1

10 0.5 5.1 10 1.3 12.9
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Ⅱ．標本誤差推計のためのブートストラップ法の適用 

 

１．今回の方法 

（１）基本的考え 

 例えば，ある母集団から標本データが 10 個得られた場合，標本データの平均

は，母集団平均値の推定値になる。母集団の分布に関する情報が無い場合，その

推定値の精度はどうやって求めるか？ 

→ジャックナイフ法 

 10 個のデータから１個を抜いた９個の組を 10 種類作り，その平均（10 組）の

分布から，平均値の推定値の精度（標本誤差）を求める。 

→ブートストラップ法 

 例えば，10 個のデータから，復元抽出で 10 個のデータをサンプリングする試

行（＝リサンプリング）を複数回（例えば 500 回）行い，それぞれの平均値の分

布から，平均値の推定値の精度（標本誤差）を求める。 

 

労働力調査において，ブートストラップ法を適用。標本抽出に沿って，復元抽

出のリサンプリングを繰り返し行い，就業者数，完全失業率，産業別就業者数等

の推定値の分布から，推定値の精度を求める。 

 

（２）今回のブートストラップ法の考え方 

労働力調査は， 

第１段階 地域別×層別に，得られた標本調査区を使う 

第２段階 調査区単位で，得られた標本世帯を使う 

の２段抽出だが，今回のシミュレーションでは，簡素化したものとの比較のため

に， 

第１段階 ： (1) 地域別 ， (2) 地域・層別 

第２段階 ： 調査区内世帯のリサンプリングの (1)有，(2)無 

とし，2×2の合計４つのタイプのリサンプリングでシミュレーションを行った。

つまり， 

Type I    ： 地域別に標本調査区をリサンプリングする。 

Type II   ： Type I に加え，調査区内標本世帯もリサンプリングする。 

Type III  ： 地域別・層別に標本調査区をリサンプリングする。 

Type IV   : Type III に加え，調査区内標本世帯もリサンプリングする。 

 

（３）具体的なリサンプリングのフロー 

・自衛官，受刑者の扱い。比推定のプロセスから外す。つまり，最初から調査区
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符号下 3桁が”998”,”999”の調査区は分離する。後で合併する。 

・リサンプリングを行うに当たっての層の扱い。層Ⅰ（平成 27 年国勢調査結

果に基づく調査区の層化基準で符号が 02，03，0401，0402，0403，0404）は施

設等様々な客体が含まれており，この層の調査区に対してリサンプリングを行

うことは，実際以上に誤差を大きくする可能性があるので，リサンプリングの

対象にはしない。 

図１ リサンプリングのフロー 

 

 

（４）処理方法（基本的にＲで処理：unique, sample, merge, xtabs 関数を利

用） 

① 地域（11 区分）×年齢（５歳階級：15 区分）×性別（２区分）でベンチマ

ーク集計表（集計用乗率使用）を作成し，ファイルに書き出す。 

② 層Ⅰ及び調査世帯数２以下の調査区は分離し，リサンプリングを行う。 

③ リサンプリングされたデータに，分離したデータを合わせる。なお，Ｒでデ

ータ・フレームにデータを格納していく際，既存のデータ・フレームに append

で付け加えると，演算時間がかかるため，最初に，予想される大きさのデータ・

フレームを確保しておき，その中に，順番にデータを格納していく方法にするこ

とで演算時間を短縮させることができる。 

④ 上記データで地域×年齢×性別で集計表（線型乗率使用）を作成し，ファイ

ルに書き出す。 

⑤ 地域×年齢×性別×（就業状態，産業，職業）別で集計表（線型乗率使用）

を作成し，ファイルに書き出す。 

⑥ 上記①，④から地域（11 区分）×年齢（５歳階級：15 区分）×性別（２区

分）比推定用修正係数を求め，⑤で該当するセルに，比推定用修正係数を乗じて，

集計用乗率に加工し，就業状態，産業，職業などの項目ごとの集計値を求める。

（VBA での処理） 

全データ

調査区符

号下3桁

が998,

999は分

離

ベンチ

マーク計

算

各地域で、層

Ⅰ、又は調査

区内調査世帯

２以下は分離

リサンプリン

グ
比推定 集計結果

層Ⅰ又は２世

帯以下の調査

区

998, 999

は別途集

計
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２．シミュレーション結果 

今回は，就業者，完全失業者，非労働力人口などの，就業状態別推計値，産業

別就業者推計値，職業別就業者の推計値について，2017 年６月分，９月分デー

タを用いて，前述のブートストラップ法により，推計値の標準誤差を求めた。 

 シミュレーションでは，前に述べた，Type I から Type IV までの方法で，250

回，500 回，750 回，1000 回のシミュレーションを行い比較した。 

 なお，演算時間は，Type I，Type III の場合（調査区内世帯のリサンプリン

グを行わない），1000 回のリサンプリング 17 分程度（１回約１秒）で，Type II，

Type IV の場合（調査区内世帯のリサンプリングを行う），1000 回のリサンプリ

ングで 1時間 20 分程度（１回約 5秒）であった。 

 

（１）リサンプリング法の比較（Type I～Type Ⅳ）（就業状態に関する結果） 

 

・表３を見ると，ブートストラップ法による平均値は公表結果と若干のズレがあ

り，不偏推定にはなっていないと思われる。 

・Type II，Type IV は調査区内世帯のリサンプリングを行い，調査区内分散を

考慮しているので，Type I と Type II，Type III と Type IV の比較で，Type II，

Type IV は約 30％程度標準誤差が大きくなっている。 

・2017 年 6 月について，Type IV で標準誤差を見ると，就業者，非労働力人口で

25 万人程度，完全失業者で約 8万人程度，完全失業率で 0.12 ポイント程度とな

っている。 
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表３ 就業状態に関する結果（リサンプリング 1000 回，2017 年 6 月分） 

 

 

（２）2017 年 6 月データと 2017 年 9 月データでの相違（就業状態に関する結

果） 

 

・表４を見ると，就業者数，非労働力人口では，結果数値が大きく，月による標

準誤差，標準誤差率は大きく変わっていない。しかし，完全失業者，就業状態不

詳では月々で差が出ている。これは，結果数値の大きさが比較的小さいこと，季

節的な影響もあると考えられる。 

・Type II と Type IV の比較で，Type IV は地域別以外で調査区の特性により層

別を行っているので，Type IV/Type IIが１より小さければ，層別の効果である。

月により異なるが，就業者，非労働力人口で 2～3％程度，完全失業者，完全失

業率で 5％～10％程度の層化効果があると考えられる。 

平均値(人) 就業者 完全失業者 非労働力人口 完全失業率 就業状態不詳

Type I 65,819,698 1,935,499 43,229,102 2.857 97,768

Type II 65,824,740 1,936,810 43,221,859 2.858 98,658

Type III 65,818,576 1,934,168 43,230,873 2.855 98,450

Type IV 65,812,525 1,931,669 43,238,396 2.851 99,477

公表結果 6,583万人 192万人 4,323万人 2.8 10万人

標準誤差(人) 就業者 完全失業者 非労働力人口 完全失業率 就業状態不詳

Type I 200,176 61,264 190,090 0.091 15,702

Type II 261,598 85,547 251,371 0.126 21,464

Type III 191,866 62,182 181,310 0.092 15,703

Type IV 255,044 81,951 246,053 0.121 21,629

標準誤差率(%) 就業者 完全失業者 非労働力人口 完全失業率 就業状態不詳

Type I 0.30 3.17 0.44 3.17 16.06

Type II 0.40 4.42 0.58 4.41 21.76

Type III 0.29 3.21 0.42 3.22 15.95

Type IV 0.39 4.24 0.57 4.24 21.74

層別効果 就業者 完全失業者 非労働力人口 完全失業率 就業状態不詳

Type III / Type I 0.958 1.015 0.954 1.016 1.000

Type IV / Type II 0.975 0.958 0.979 0.958 1.008
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表４ 就業状態に関する結果（リサンプリング 1000 回，Type IV） 

 

 

（３）リサンプリングの回数による違い（就業状態に関する結果）  

表５ 就業状態に関する結果（Type IV，2017 年６月） 

 

平均値(人) 就業者 完全失業者 非労働力人口 完全失業率 就業状態不詳

6月 65,812,525 1,931,669 43,238,396 2.851 99,477

9月 65,793,153 1,906,053 43,018,672 2.815 44,562

標準誤差(人) 就業者 完全失業者 非労働力人口 完全失業率 就業状態不詳

6月 255,044 81,951 246,053 0.121 21,629

9月 250,270 74,567 242,967 0.110 12,409

標準誤差率(%) 就業者 完全失業者 非労働力人口 完全失業率 就業状態不詳

6月 0.39 4.24 0.57 4.24 21.74

9月 0.38 3.91 0.56 3.90 27.85

層化効果 就業者 完全失業者 非労働力人口 完全失業率 就業状態不詳

Type IV / Type II (6月) 0.975 0.958 0.979 0.958 1.008

Type IV / Type II (9月) 0.977 0.899 0.989 0.900 0.962

平均値(人) 就業者 完全失業者 非労働力人口 完全失業率 就業状態不詳

250回 65,808,755 1,923,905 43,251,072 2.840 98,334

500回 65,813,006 1,930,088 43,240,371 2.849 98,603

750回 65,814,491 1,931,727 43,236,415 2.851 99,434

1000回 65,812,525 1,931,669 43,238,396 2.851 99,477

公表結果 6,583万人 192万人 4,323万人 2.8 10万人

標準誤差(人) 就業者 完全失業者 非労働力人口 完全失業率 就業状態不詳

250回 243,906 85,076 231,341 0.1256 20,993

500回 254,881 82,600 244,714 0.1218 20,819

750回 259,555 82,026 249,779 0.1210 21,293

1000回 255,044 81,951 246,053 0.1208 21,629

標準誤差率(%) 就業者 完全失業者 非労働力人口 完全失業率 就業状態不詳

250回 0.37 4.42 0.53 4.42 21.35

500回 0.39 4.28 0.57 4.28 21.11

750回 0.39 4.25 0.58 4.24 21.41

1000回 0.39 4.24 0.57 4.24 21.74
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・表５を見ると，労働力調査ではベンチマーク人口による比推定を行っている影

響もあると考えられるが，250 回～1000 回の間では，リサンプリングの回数に

よる差は無く，安定的であると見られる。全てがそうだとは言えないが，ブート

ストラップ法では，500 回程度のシミュレーションでも十分なのかもしれない。 

 

（４）リサンプリング法による相違（産業別就業者数） 

 

表６ 産業別就業者に関する結果（リサンプリング 1000 回，2017 年 6 月） 

 

 

・表６で，Type IV で就業者数と標準誤差率を見ていくと，製造業，卸小売業（約

1000 万人），医療福祉（約 840 万人）で，2％程度，建設業（約 500 万人），宿泊

飲食業（約 400 万人），教育（約 300 万人）で，約 3％程度となっている。農林

業（約 200 万人），情報通信業（約 200 万人）では，5％程度であるが，生活関連

（約 230 万人）では 4％程度と多少低めになっている。 

・層化効果を見ると，農林水産業で，0.81，0.85 と他に比較して，層化した場

合の標準誤差の減少割合が大きい。約 20％程度の層化効果はあると見られる。

これは，農林業が約 200 万人と少なく，場所的にも偏在していることから，層別

の効果があると考えられる。他では１を超える場合（層化効果が無い）産業もあ

るが，５％～10％程度の効果があると見られる。 

 なお，詳細な表は，後ろに別添表１，別添表３として掲載している。 

  

平均値（人） 農林業 建設 製造 情報通信 運輸郵便 卸小売 宿泊飲食 生活関連 教育 医療福祉

Type I 2,206,092 5,036,787 10,388,404 2,162,746 3,343,155 10,501,239 4,017,416 2,355,539 3,137,387 8,362,633
Type II 2,213,302 5,039,315 10,380,871 2,159,353 3,344,530 10,497,543 4,024,157 2,353,306 3,135,039 8,372,885
Type III 2,208,087 5,039,233 10,400,221 2,155,250 3,344,737 10,495,194 4,016,642 2,351,213 3,136,938 8,372,933
Type IV 2,201,805 5,035,909 10,382,159 2,157,363 3,348,508 10,500,368 4,018,676 2,359,297 3,137,206 8,367,947
公表結果（万人） 222 504 1039 217 336 1046 400 234 314 836

標準誤差（人） 農林業 建設 製造 情報通信 運輸郵便 卸小売 宿泊飲食 生活関連 教育 医療福祉

Type I 120,345 109,363 170,758 78,223 86,539 147,347 96,194 69,642 78,595 128,987
Type II 137,896 138,418 209,300 97,941 108,803 202,404 126,268 92,213 107,024 174,361
Type III 97,422 104,427 155,626 75,075 83,109 138,197 92,151 70,478 74,893 131,073
Type IV 116,556 143,694 196,454 104,222 113,252 196,539 125,038 94,750 107,164 175,006

標準誤差率（％） 農林業 建設 製造 情報通信 運輸郵便 卸小売 宿泊飲食 生活関連 教育 医療福祉

Type I 5.46 2.17 1.64 3.62 2.59 1.40 2.39 2.96 2.51 1.54
Type II 6.23 2.75 2.02 4.54 3.25 1.93 3.14 3.92 3.41 2.08
Type III 4.41 2.07 1.50 3.48 2.48 1.32 2.29 3.00 2.39 1.57
Type IV 5.29 2.85 1.89 4.83 3.38 1.87 3.11 4.02 3.42 2.09

層別効果 農林業 建設 製造 情報通信 運輸郵便 卸小売 宿泊飲食 生活関連 教育 医療福祉
Type III/Type I 0.81 0.95 0.91 0.96 0.96 0.94 0.96 1.01 0.95 1.02
Type IV/Type II 0.85 1.04 0.94 1.06 1.04 0.97 0.99 1.03 1.00 1.00
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（５）リサンプリング法による相違（職業別就業者数） 

 

表７ 職業別就業者に関する結果（リサンプリング 1000 回，2017 年 6 月） 

 

 

・Type IV で就業者数と標準誤差率を見ていくと，事務従事（約 1280 万人），専

門的サービス業従事（約 1140 万人），生産工程（約 890 万人），販売（約 840 万

人）で 1.5％～2％程度，運搬清掃（約 470 万人）で，2.7％，農林（約 240 万人），

管理的職業（約 140 万人）で 5％程度となっている。 

・層化効果を見ると，農林で，産業別就業者の農林業と同じ理由で，0.74，0.81

と層化効果が見られる。他の職業就業者ではそれほど効果があるとは見られな

い。 

なお，詳細な表は，後ろに別添表２，別添表４として掲載している。 

  

平均値（人） 管理的 専門的 事務従事 販売 サービス 農林 生産工程 運搬清掃

Type I 1,387,481 11,398,770 12,765,281 8,405,984 8,239,311 2,395,530 8,917,441 4,764,953
Type II 1,387,511 11,389,153 12,779,644 8,410,362 8,235,387 2,401,569 8,913,892 4,755,428
Type III 1,388,924 11,404,007 12,772,757 8,401,212 8,231,015 2,393,851 8,910,787 4,759,347
Type IV 1,385,916 11,397,684 12,766,102 8,398,012 8,240,566 2,396,449 8,909,684 4,763,225
公表結果（万人） 140 1,148 1,277 840 819 241 890 474

標準誤差（人） 管理的 専門的 事務従事 販売 サービス 農林 生産工程 運搬清掃

Type I 55,149 165,151 147,982 125,007 126,737 127,212 146,568 96,884
Type II 71,166 211,908 203,865 177,783 168,693 144,387 185,210 129,533
Type III 51,604 160,150 148,582 124,615 130,523 93,518 142,136 96,317
Type IV 68,405 213,405 195,173 168,259 174,638 117,669 179,786 129,290

標準誤差率（％） 管理的 専門的 事務従事 販売 サービス 農林 生産工程 運搬清掃

Type I 4.0 1.4 1.2 1.5 1.5 5.3 1.6 2.0
Type II 5.1 1.9 1.6 2.1 2.0 6.0 2.1 2.7
Type III 3.7 1.4 1.2 1.5 1.6 3.9 1.6 2.0
Type IV 4.9 1.9 1.5 2.0 2.1 4.9 2.0 2.7

層別効果 管理的 専門的 事務従事 販売 サービス 農林 生産工程 運搬清掃
Type III/Type I 0.94 0.97 1.00 1.00 1.03 0.74 0.97 0.99
Type IV/Type II 0.96 1.01 0.96 0.95 1.04 0.81 0.97 1.00
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３．先行研究との比較 

古橋・岩永(1991)では，①現行の８組の副標本による推定，②２組の副標本方

式の繰り返しによる推定，③ブートストラップ法による推定，④理論的な推定式

による推定，で比較が行われている。しかし，②の２組の副標本の繰り返しでは，

「この方法による推定値は，その正確性に問題があると思われる。」とされてい

ることから，ここでは①，③，④の結果を引用する。 

 

表８ 他の計算との比較表（就業者，標準誤差率(%)） 

 

・表８，表９を見ると，時点の違いはあるが，古橋・岩永(1991)のブートスト

ラップ法では調査区内世帯のリサンプリングは行っていないので，今回の Type 

III と比較できる。また，理論的な推定法とは今回の Type IV で比較できる。 

・今回のブートストラップ法では，2017 年 6 月及び 9月データしか使用してい

ないので月別の変動は詳しく分からないが，似たレベルであると考えられる。 

・完全失業者で，理論式，Type IV で標準誤差率が大きいのは，調査区内分散

が考慮されているからである。 

 

 

副標本法
ﾌﾞｰﾄｽﾄﾗｯ

ﾌﾟ法
理論式

ﾌﾞｰﾄｽﾄﾗｯ

ﾌﾟType III

ﾌﾞｰﾄｽﾄﾗｯ

ﾌﾟType IV

1988/01 0.45 0.34 0.36 2017/06 0.29 0.39

1988/02 0.56 0.38 0.37 2017/09 0.28 0.38

1988/03 0.62 0.32 0.38

1988/04 0.53 0.31 0.36

1988/05 0.47 0.39 0.36

1988/06 0.36 0.34 0.36

1988/07 0.45 0.36 0.35

1988/08 0.38 0.27 0.36

1988/09 0.40 0.30 0.36

1988/10 0.33 0.31 0.36

1988/11 0.31 0.34 0.36

1988/12 0.38 0.36 0.37

各月平均 0.44 0.34 0.36

古橋・岩永(1991) 今回シミュレーション
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次に，別添表１から，就業状態別と産業別就業者で，人数（又は産業別就業

者数）と標準誤差率でプロットを行ったものが図２である。点がほぼ曲線上に

並んでいるのが分かる。 

表９ 他の計算との比較表（完全失業者，標準誤差率(%)） 

 

 

 

図２ 結果数値と標準誤差率のプロット（就業状態別，産業別就業者）（今回の

ブートストラップ法，Type IV, 1000 回，2017 年６月） 

 

副標本法
ﾌﾞｰﾄｽﾄﾗｯ

ﾌﾟ法
理論式

ﾌﾞｰﾄｽﾄﾗｯ

ﾌﾟType III

ﾌﾞｰﾄｽﾄﾗｯ

ﾌﾟType IV

1988/01 3.43 2.60 2.84 2017/06 3.22 4.24

1988/02 2.67 3.31 2.97 2017/09 2.98 3.91

1988/03 2.52 3.23 2.92

1988/04 3.09 2.92 3.05

1988/05 2.91 3.42 3.12

1988/06 3.25 3.49 4.83

1988/07 5.14 3.11 3.27

1988/08 3.38 2.75 3.08

1988/09 2.18 2.81 3.10

1988/10 2.96 3.25 3.24

1988/11 4.96 2.83 3.26

1988/12 4.69 3.00 3.28

各月平均 3.43 3.06 3.25

古橋・岩永(1991) 今回シミュレーション
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４．まとめ 

・今回のブートストラップ法での結果の標準誤差を見ていくと，就業者，非労働

力人口で 25 万人程度，完全失業者で８万人程度，完全失業率 0.11～0.12 ポイ

ント程度であった。産業別就業者では，製造業就業者で 20 万人程度，職業別就

業者では，事務従事者で 20 万人程度となった。 

・Type II，Type IV は調査区内世帯のリサンプリングを行い，調査区内分散を

考慮している。このため，Type I，Type III との比較で，Type II，Type IV で

は標準誤差が約 30％程度大きくなっている。 

・労働力調査ではベンチマーク人口による比推定を行っている影響もあると考

えられるが，250～1000 回の間では，リサンプリングの回数による差は無く，安

定的であると見られる。全てがそうだとは言えないが，ブートストラップ法では，

500 回程度のシミュレーションでも十分なのかもしれない。 

・層化効果については，産業別就業者の農林業，職業別就業者の農林において

20％程度の層化効果が見られた。その他では，月により異なる場合もあるが，産

業によっては，５～10％の層化効果が見られた。 

 

・調査区の抽出は，実際には系統抽出だが，標本調査におけるブートストラップ

法のリサンプリングでは，調査区の母集団（つまり国勢調査区の一覧表）が通常

では利用できなく，系統抽出は再現できないため，近似的である。 

・調査区のリサンプリングでは，調査区が確率比例抽出されていることから，等

ウエイトでリサンプリングを行っている。近似的に正しいと思われるが，本来，

調査区が持つウエイトを使い，確率比例で抽出するのが望ましい。ただし，一般

に標本調査では調査区の母集団の情報は無い。この点は，椿・會田(2019)の研究

がある。 

・先行研究である，古橋・岩永(1991)の結果と比較すると，特に，今回の Type 

IV と古橋・岩永(1991)の理論式で，ほぼ同程度の結果が得られたと考えられる。 

・古橋・岩永(1991)の時代では，調査区内分散は考慮されなかった（計算時間の

問題から，調査区内研究では，ブートストラップ法で，調査区内での世帯のリサ

ンプリングは行わなかった。）。当時は，コンピュータの進歩も現在（2019 年）

と比較するとまだまだであり，プログラムの作成も大変であったと想定される。

しかし，現在では，PC の能力も向上し，また，プログラム言語も SPSS，R など

豊富になり，自らプログラムを作成する手間もかなり解消されてきていると思

われる。 

・今回のブートストラップ法は，Efron による「素朴なブートストラップ法」で

あり，推定値の標準偏差（＝標本誤差）は不偏推定量にならないことが既知。厳

密には，何らかの補正が必要（今後の課題：「標本誤差の推計方法－最新時代の
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理論と実証－」など参照）だが，標準誤差の推定については，実用的であると考

える。 
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在籍された滝澤有美氏，阿部昌記氏には，個票利用の手続，ミクロ室の利用等に

ついてお世話になった。ここに記して謝意を表したい。 
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産
業
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就
業
者
に
関
す
る
結
果
（
リ
サ
ン
プ
リ
ン
グ
 
1
0
0
0
回
、
2
0
1
7
年
９
月
）
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融
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る
結
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1
7
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月
）
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結
果
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